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生産性向上等を通じた最低賃金の引上げ支援のための助成金

・令和５年度の交付申請件数は301件で、前年度の2.7倍、交付決定額は2億
8,822万円で、前年度の3.6倍となった。

・産業別の交付申請状況について、卸売業・小売業が最も多く全体の約4分の
１、次いで製造業、宿泊業・飲食サービス業、生活関連サービス業・娯楽業、
医療・福祉の順で、これら５つの産業分類で全体の８割強を占めた。

・企業規模別には、30人未満の企業が約７割、事業場規模別には、30人未満
の事業場が約９割を占めた。多店舗を展開する小売業、飲食サービス業、生
活関連サービス業の企業では、各店舗で助成金を活用するケースがみられた。

・コース別には、30円コースが約４割と最も多く、45円コースが３割強、
60円以上のコースが３割弱となった。60円以上のコースを利用した企業の約
８割は、企業規模30人未満であった。

業務改善助成金

令和４年度 令和５年度
（前年比）

交付申請件数 110件
301件

（2.7倍）

交付決定額 8,089万円
2億8,822万円

（3.6倍）
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※２常時雇用する労働者（２か月を超えて使用される者であり、かつ、週当たりの所定労働時間
が当該事業主に雇用される通常の労働者と概ね同等である者）の数による。

年収の壁対策 キャリアアップ助成金（社会保険適用時処遇改善コース）
・受付開始（令和5年10月20日）以降の計画受理件数とメニュー別の取組開始予定労
働者数は以下のとおり。

・企業規模別の計画届受理件数をみると、100人以下の企業が85.5%を占めている。

・取組開始予定労働者数は518人であり、メニュー別では労働時間延長メニューが最
も多く、66.6%を占めている。

令和６年３月末時点※３

※３ 令和５年10月20日受付開始以降の累計。各年度に新たに取組開始を予定している労働者数。
企業から提出された計画届に現時点の見込みとして記載された労働者数を足しあげたものであり、

支給申請件数や支給実績とは異なる。

※各年度ごとの取組開始予定労働者数（令和５年度～令和７年度）

※１ 令和５年10月20日受付開始以降の累計。

※計画届受理件数（社会保険適用時処遇改善コース）

令和６年３月末時点※１

年度別・措置を講じる労働者数 R5年度 R6年度 R７年度 計
手当等支給メニュー 25人 32人 29人 86人
労働時間延長メニュー 91人 155人 99人 345人

併用メニュー 25人 31人 31人 87人
合計 141人 218人 159人 518人

キャリアアップ計画件数
合計 101人～500人 501人以上

69件 7件 3件

企業規模別件数※２
100人以下

59件
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年収の壁対策 キャリアアップ助成金（賃金規定等改定コース、正社員化
コース）

※１ 上段は支給決定件数、下段は支給対象者数。

・令和5年10月からの最低賃金の引上げにかかる支援策として、特にキャリア
アップ助成金の「賃金規定等改定コース」の活用について、積極的に周知を行っ
た結果、令和5年度の同コースの計画受理件数は、前年度比で８倍を超えた。

・キャリアアップ助成金の「正社員化コース」について、令和5年度の同コース
の支給決定件数は、前年度比で17.9%減少したものの、上記同様、積極的に周知
を行った結果、令和5年度の同コースの計画受理件数は、前年度比で90.0%増加
した。

・両コースとも、当該措置後、６か月分の賃金支払い日の翌日以降、２か月以内
が支給申請期間となることから、令和６年度に支給決定件数が増加することが見
込まれる。
※年度別・コース別計画届受理件数及び支給決定件数

R４年度 R５年度
計画受理件数 15件 134件

計画受理件数 150件 285件

年度別・計画受理及び支給決定状況

支給決定件数※１

支給決定件数※１

４件
31人

10件
63人

357件
467人

293件
403人

賃金規定等改定コース

正社員化コース
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福井県最低賃金の引上げに係る各種支援策の周知に関する要請書 

 

 現在、福井労働局では、福井県最低賃金を時間額 931 円から 53 円引上げ、時間額 984 円

とする改正手続を進めており、本年 10月５日改正予定としております。 

 当局が実施した賃金調査によれば、この改正によって約定賃金が引き上げられる労働者は

少なくとも２万９千人と推計され、そのうち約７割がパートタイム労働者となっています。 

 そこで、福井労働局としましては、県内の中小企業、小規模事業者が、福井県最低賃金の

引上げに円滑に対応できるよう各種支援策の利活用を促進しております。 

 つきましては、下記の支援策につきまして、傘下会員事業者への周知に、特段の御配意を

賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 

 

記 

 

１ キャリアアップ助成金 賃金規定等改定コース 

 有期雇用労働者等（有期雇用労働者、短時間労働者、派遣労働者を含む、いわゆる「非

正規雇用労働者」）の基本給に関する賃金規定等を３％以上増額改定し、昇給させた事業

主に助成します。 

支給額は、1人当たり最大 6万 5千円で、１事業所 100 人まで利用可能です。 

 福井県最低賃金の引上げを理由とした助成金利用では、10 月３日(木)までにキャリア

アップ計画を福井労働局に提出し、その後、10 月４日(金)までに所轄労働基準監督署に

増額改定する賃金規定等を届け出たうえで、昇給させる必要があります。 

 

２ 業務改善助成金 

 生産性を向上させ、「事業場内で最も低い賃金」(事業場内最低賃金)を時給換算で 30円

以上の引上げを図る中小企業・小規模事業者を支援する助成金です。さらに、業務改善助

成金の支給決定額の 10分の１を福井県が上乗せ補助する「ふくい業務改善・賃上げ応援

事業(Ａ)補助金」の支給を受けることができます。 

（ただし、上記１の助成金制度で支給対象とした労働者を、業務改善助成金の対象労働

者数に加えることはできません。） 

 

３ ふくい働き方改革推進支援センター（通話無料：0120-14-4864） 

 上記１及び２を含む各種助成金の利用や就業規則の作成・見直し等のあらゆるご相談

について、社会保険労務士等の専門家が無料でご相談に応じます。また、各団体向けに助

成金利用セミナーの開催や巡回相談にも応じます。お気軽にご相談ください。 

 

令和６年 8月 19日 

 

 

  県内各団体 代表者 各位 

 

福井労働局長 石川 良国 
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「キャリアアップ助成金」を活用して

従業員の賃金アップを図りませんか？

受 給 条 件 の 詳 細 等 に つ い て は 裏 面 へ

キャリアアップ助成金の「賃金規定等改定コース」とは、有期雇用労働者等※１の

基本給を定める賃金規定等※２を３％以上増額改定し、その規定を適用した事業主

に対して、助成を行う制度です。

中小企業の非正規雇用労働者のうち、

A部門で働く※３パートタイマー20人の基本給を５％以上引き上げた場合助成例

１人当たりの助成額は以下のとおりです。

企業規模

支給額

１年度１事業所あたりの支給申請上限人数は100人

３％以上５％未満 ５％以上

中小企業 ５万円 ６万5,000円

大企業 ３万3,000円 ４万3,000円

企業規模

賃金引き上げ率

A部門

･･･

20人

（65,000円×20人）事業所 労働局

② 支給申請

③ 130万円支給

キャリアアップ助成金について

（厚生労働省ウェブサイト）

※１ 有期雇用労働者、短時間労働者、派遣労働者を含む、いわゆる「非正規雇用労働者」を指します。

※２ 賃金規定の他、「賃金テーブル」や「賃金一覧表」も増額改定の対象とみなします。

※３ 一部の非正規雇用労働者の賃金を増額する場合には、その区分が雇用形態別または職種別、
その他合理的な理由（部門別等）に基づき区分されている場合に限り、対象労働者と認めます。

① 賃上げ
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就業規則 例：第○条（賃金） 契約社員およびパートタイマーの賃金を○○のとおり定める・・・

賃金規定
例：第○条（賃金）賃金は、基本給、時間外手当、通勤手当とする。

第○条（基本給）基本給は、時給によって定める。なお、その金額は本人の能力および

経験等に応じ、○級：○○円、○級：○○円とする

賃金一覧表
例：【等級別】1級:○○○円、2級:○○○円、3級:○○○円

【個人別】○○さん:○○○円、××さん:××円、△△さん:△△円 （匿名でも可）

賃金規定等とは？
以下のように、就業規則や労働協約において賃金額の定めがあるものです。※５

増額改定から申請までの流れ（賃金一覧表を新たに作成した場合）

賃金一覧表（時給換算の場合）

等級 改定前時給

1 950円 980円

2 970円 1,000円

・・・ ・・・ ・・・

10 1,200円 1,240円

有期雇用労働者等の基本給を時給、日給または月給に換算

改定後時給

すべて※６の等級の金額を３％以上増額し、６か月分の賃金

を支給した日の翌日から２か月間、支給申請ができます。

３％以上UP！

金額の順に一覧表を作成

※５ 賃金規定等は、改定ではなく、新たに作成した場合でもその内容が、過去3か月の賃金実態からみて３％以上増額している

ことが確認できれば助成対象になります。

※６ 既存の賃金規定等を改定する場合、対象労働者が位置づけられて

いない等級も、原則として増額している必要があります。

同一労働同一賃金に向けた取り組み

正社員とパート・契約社員・派遣労働者の間の不合理な待遇差は禁止されています（同一労働同一
賃金）ので、賃金引き上げの際は、同一労働同一賃金にもご留意ください。

受給条件

２ 賃金規定等の適用

有期雇用労働者等の基本給を賃金規定

等に定めていること。

１ キャリアアップ計画の作成・提出

賃金規定等を増額改定する前日までに

「キャリアアップ計画※４」を作成し、

最寄りの労働局へ提出していること。

３ 賃金アップ（２の改定）

２の賃金規定等を３%以上増額改定し、

改定後の規定に基づき６か月分の賃金

を支給していること。

※４ 労働者のキャリアアップに向けた取り組みを計画
的に進めるための、今後の大まかなイメージを記
載した計画のことです。

以下の要件全てに当てはまる必要があります。

第515回異議－10 第515回異議ー10

user09
フリーテキスト
キャリアアップ助成金の申請方法や助成額など制度の詳細は、

福井労働局 助成金センター（0776-22-2683）までお問合せください。



　　
　　
　　
　

　　　　

　　

　　

　　

１人 ２～３人 ４～６人 ７人以上 10人以上※

30万円 50万円 70万円 100万円 120万円

60万円 90万円 100万円 120万円 130万円

45万円 70万円 100万円 150万円 180万円

80万円 110万円 140万円 160万円 180万円

60万円 90万円 150万円 230万円 300万円

110万円 160万円 190万円 230万円 300万円

90万円 150万円 270万円 450万円 600万円

170万円 240万円 290万円 450万円 600万円

※ 10人以上の上限額区分は、申請事業場の事業場内最低賃金が950円未満である事業者または物価高騰等要件に該当する事業者が選択できます。

導入前

導入後 ➚「受注管理システム」を導入し、受注機能のあるホー

　 ムページを作成した

➚ネット注文が可能となり、顧客対応の時間を短縮す

　 ることができた

➚ネット上で集客が可能になり、売上も増加した

➚従業員の負担軽減につながり、環境改善が図られた

（令和６年４月１日版）

区  分

賃金を引き上げる労働者数・助成上限額
（下段は、事業場規模30人未満の事業者のみ対象）

３０円コース

４５円コース

６０円コース

９０円コース

※１ 物価高騰等要件：原材料費の高騰など社会的・経済的環境の変化等の外的要因により、申請前３か月間のうち任意の１か月における売上高総利益率または売上高営
※１ 物価高騰等要件：業利益率が、前年同月に比べ３％ポイント以上低下している事業者をいいます。

※２ 生産性要件：「生産性」とは、企業の決算書類から算出した、労働者１人当たりの付加価値を指し、「生産性要件を満たした場合」とは、直近の決算書類に基づく生産性
※２ 生産性要件：と、その３年度前の決算書類に基づく生産性を比較し、伸び率が一定水準を超えている場合をいいます。

【食品製造業】　受注接客販売をＤＸ化

店舗での接客販売と電話注文により菓子の販売を行っ
ていた

【助成率】 （ ）内は生産性要件※２を満たした場合

申請事業場の事業場内最低賃金が、

９３１円以上９５０円未満➡４/５（９/10）

９５０円以上９８１円以下➡３/４（４/５）

概 要
いますぐ、ご確認ください☑

□ 賃金引上げ計画を策定し、一定額以上引き上げ

ること

□ 引き上げ後の賃金額を支払うこと

□ 生産性向上に役立つ機器・設備などを導入して

□ 業務改善を行い、その費用を支払うこと

支給の要件 申請書・事業実施計画等を
福井労働局へ提出

交付決定

事 業 実 施
（設備投資・賃金引き上げ）

事業実施
結果報告

支 給

審査

審査

手続きの流れ

事業場内で最も低い賃金（事業場内最低賃金）を３０円以上引き上げ、

生産性向上に資する設備投資等を行った場合に、その設備投資等に

かかった費用の一部を助成する制度です。＊同一事業場の申請は年１回まで

【設備投資等】 機器・設備などの導入、経営コンサルティングなど

物価高騰等要件※１に該当する場合、助成対象経費の拡充が受けられます。

パソコン、スマホ、タブレットの新規購入及び乗車定員７人以上または

車両本体価格200万円以下の自動車等も助成対象として認められます。

申請期限：令和６年12月27日（労働局必着）

（事業完了期限：令和７年１月31日）

ご留意いただきたい事項

生産性を上げて、最低賃金を引き上げ！

福井県内での

『活用事例』

裏面へつづく

□ 中小企業・小規模事業者であること

□ 事業場内最低賃金と地域別最低賃金の

差額が５０円以内であること

福井県の場合は ９８１円以下 （Ｒ５.10.１～）

□ 解雇、賃金引き下げなどの不交付事由がないこと

対象になる事業場

特例事業者に関する要件のうち、生産量要件が終了しました。

賃金引上げ後の申請は、令和６年１月31日までの申請をもって終了しました。

令和５年度からの主な変更点
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【サービス業】 勤怠管理システムの導入  【飲食業】 セルフオーダーシステムの導入 

導入前 手作業でデータ入力を行っていた  導入前 ホールスタッフが注文を取っていた 

導入後 ➚データ処理が格段に速くなった 

➚出退勤の打刻漏れが無くなった 

➚勤怠管理や給与計算に使っていた時間を他

の業務に費やすことができるようになった 

 

 導入後 ➚注文から料理提供までのスピードが速くなり

顧客の回転率がアップした 

➚メニューや料理説明の多言語表示が可能

となり、外国人の顧客への対応がスムーズ

に行えるようになった 

 

【宿泊業】 セルフ決済システムの導入  【サービス業】 ＰＯＳレジシステムの導入 

導入前 チェックアウト時にフロントが込み合っていた  導入前 清算機能のみを有するレジを使用していた 

導入後 ➚フロントの混雑が解消した 

➚フロント業務の繁忙時に人員を集中させるた

めのシフト調整が不要となった 

 導入後 ➚セールなどの割引の際、毎回、手入力する

必要が無くなり、清算ミスも減少した 

➚顧客のレジ待ち時間が短縮した 

 

【建設業】 フォークリフトの導入  【建設業】 顧客管理情報のシステム化 

導入前 資材の運搬積み下ろし作業を既存のフォークリ

フトと手作業で行っていた 

 導入前 来店リスト、商談リスト、契約リスト、工事情報

等を別々に入力していた 

導入後 ➚複数台のフォークリフトを同時に稼働すること

で作業時間が大幅に短縮した 

➚手作業での資材の積み下ろし作業が軽減さ

れた 

 導入後 ➚重複入力の手間や入力ミスが削減した 

➚入力に係る作業時間が短縮した 

➚顧客情報の連携ミスが解消された 

 

【医療・福祉業】 リフト付き特殊車両の導入  【小売業】 専門家による業務フローの見直し 

導入前 車椅子対応ができる車両が不足していた  導入前 社内独自の方法により業務を行っていた 

導入後 ➚リフト付き特殊車両を導入し、車椅子が必要

な利用者の送迎時間が短縮した 

➚送迎時の人員の削減、作業能率が向上し、

時間の有効活用が可能になった 

 導入後 ➚専門家による指導・研修を受ける 

➚現状把握から改善方法の提案を受ける 

➚ムダの削減により収益アップにつながり、 

従業員のスキルも向上した 

 

【飲食業】 食器洗浄機の導入  【製造業】 除雪機を導入 

導入前 手作業で行っていた  導入前 人力により事業場周辺の除雪を行っていた 

導入後 ➚洗浄・消毒を機械化した 

➚洗浄時間が大幅に短縮した 

➚時間に余裕ができ、接客対応の向上がみら

れ、回転率も上がった 

 導入後 ➚手作業で行っていた除雪に係る作業時間

が大幅に短縮した 

➚生産工程に従事できる時間が確保された 

 

＜お問い合わせ先＞  ＜申請先＞         ＜賃金引上げに向けたワンストップ無料相談窓口＞ 

業務改善助成金    福井労働局雇用環境・均等室    ふくい働き方改革推進支援センター 

コールセンター     福井市春山 1-1-54       福井市西木田 2-8-1 

℡ 0120-366-440      ℡ 0776-22-0221        ℡ 0120-14-4864 

 （R6.4.1） 
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ふくい業務改善・賃上げ応援事業(A)補助金

～補助金のお知らせ～

国の「業務改善助成金」※に県独自の上乗せ

国の「業務改善助成金」
支給決定額の

1

10
を支給

国
助成金

※厚生労働省「業務改善助成金」についてはこちらをご確認ください
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_ro
udou/roudoukijun/zigyonushi/shienjigyou/03.html

「業務改善助成金」

申請

国の業務改善助成金 (申請先：福井労働局)

交
付
決
定

事
業
実
施

結
果
報
告

支給
申請

福井県

支給

福井県

ふくい業務改善・賃上げ応援事業(A)補助金
(申請先：福井県労働政策課)

□国の「業務改善助成金」の
交付額確定および支給決定通知書の写し

□(A)支給申請書兼請求書(様式１)
□参考資料(様式2)
□その他添付書類※

※その他添付書類は県HPをご確認ください

補助対象

提出書類

手続きの流れ

お
問
合
せ

福井県産業労働部労働政策課 働き方改革G
〒 9 1 0 - 8 5 8 0 福 井 市 大 手 ３ 丁 目 １ ７ － １

TE L ：0776 -20 -0389 FAX ：0776 -20 - 0648
E - M a i l ： r o u s e i @ p r e f . f u k u i . l g . j p

「福井県ホームページ」

申請期限

令和７年３月１０日(月)

令和6年度

令和６年４月１日～令和７年３月1０日までの期間に
国の「業務改善助成金」の交付決定を受けた事業者

〇国の「業務改善助成金」の
交付決定を受けた事業者

〇「社員ファースト企業」宣言の登録

〇「パートナーシップ構築宣言」の登録

「賃金の引き上げ」の取り組みを含む
宣言の登録が必要になります
https://www.pref.fukui.lg.jp/doc/
rousei/syainfirstsengen.html

https://www.biz-partnership.jp/

以下の条件をすべて満たす場合申請が可能です
詳細は交付要領をご確認ください
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生産性向上等を通じた最低賃金の引上げ支援のための助成金

・令和５年度の交付申請件数は301件で、前年度の2.7倍、交付決定額は2億
8,822万円で、前年度の3.6倍となった。

・産業別の交付申請状況について、卸売業・小売業が最も多く全体の約4分の
１、次いで製造業、宿泊業・飲食サービス業、生活関連サービス業・娯楽業、
医療・福祉の順で、これら５つの産業分類で全体の８割強を占めた。

・企業規模別には、30人未満の企業が約７割、事業場規模別には、30人未満
の事業場が約９割を占めた。多店舗を展開する小売業、飲食サービス業、生
活関連サービス業の企業では、各店舗で助成金を活用するケースがみられた。

・コース別には、30円コースが約４割と最も多く、45円コースが３割強、
60円以上のコースが３割弱となった。60円以上のコースを利用した企業の約
８割は、企業規模30人未満であった。

業務改善助成金

令和４年度 令和５年度
（前年比）

交付申請件数 110件
301件

（2.7倍）

交付決定額 8,089万円
2億8,822万円

（3.6倍）
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※２常時雇用する労働者（２か月を超えて使用される者であり、かつ、週当たりの所定労働時間
が当該事業主に雇用される通常の労働者と概ね同等である者）の数による。

年収の壁対策 キャリアアップ助成金（社会保険適用時処遇改善コース）
・受付開始（令和5年10月20日）以降の計画受理件数とメニュー別の取組開始予定労
働者数は以下のとおり。

・企業規模別の計画届受理件数をみると、100人以下の企業が85.5%を占めている。

・取組開始予定労働者数は518人であり、メニュー別では労働時間延長メニューが最
も多く、66.6%を占めている。

令和６年３月末時点※３

※３ 令和５年10月20日受付開始以降の累計。各年度に新たに取組開始を予定している労働者数。
企業から提出された計画届に現時点の見込みとして記載された労働者数を足しあげたものであり、

支給申請件数や支給実績とは異なる。

※各年度ごとの取組開始予定労働者数（令和５年度～令和７年度）

※１ 令和５年10月20日受付開始以降の累計。

※計画届受理件数（社会保険適用時処遇改善コース）

令和６年３月末時点※１

年度別・措置を講じる労働者数 R5年度 R6年度 R７年度 計
手当等支給メニュー 25人 32人 29人 86人
労働時間延長メニュー 91人 155人 99人 345人

併用メニュー 25人 31人 31人 87人
合計 141人 218人 159人 518人

キャリアアップ計画件数
合計 101人～500人 501人以上

69件 7件 3件

企業規模別件数※２
100人以下

59件
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年収の壁対策 キャリアアップ助成金（賃金規定等改定コース、正社員化
コース）

※１ 上段は支給決定件数、下段は支給対象者数。

・令和5年10月からの最低賃金の引上げにかかる支援策として、特にキャリア
アップ助成金の「賃金規定等改定コース」の活用について、積極的に周知を行っ
た結果、令和5年度の同コースの計画受理件数は、前年度比で８倍を超えた。

・キャリアアップ助成金の「正社員化コース」について、令和5年度の同コース
の支給決定件数は、前年度比で17.9%減少したものの、上記同様、積極的に周知
を行った結果、令和5年度の同コースの計画受理件数は、前年度比で90.0%増加
した。

・両コースとも、当該措置後、６か月分の賃金支払い日の翌日以降、２か月以内
が支給申請期間となることから、令和６年度に支給決定件数が増加することが見
込まれる。
※年度別・コース別計画届受理件数及び支給決定件数

R４年度 R５年度
計画受理件数 15件 134件

計画受理件数 150件 285件

年度別・計画受理及び支給決定状況

支給決定件数※１

支給決定件数※１

４件
31人

10件
63人

357件
467人

293件
403人

賃金規定等改定コース

正社員化コース
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福井県最低賃金の引上げに係る各種支援策の周知に関する要請書 

 

 現在、福井労働局では、福井県最低賃金を時間額 931 円から 53 円引上げ、時間額 984 円

とする改正手続を進めており、本年 10月５日改正予定としております。 

 当局が実施した賃金調査によれば、この改正によって約定賃金が引き上げられる労働者は

少なくとも２万９千人と推計され、そのうち約７割がパートタイム労働者となっています。 

 そこで、福井労働局としましては、県内の中小企業、小規模事業者が、福井県最低賃金の

引上げに円滑に対応できるよう各種支援策の利活用を促進しております。 

 つきましては、下記の支援策につきまして、傘下会員事業者への周知に、特段の御配意を

賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 

 

記 

 

１ キャリアアップ助成金 賃金規定等改定コース 

 有期雇用労働者等（有期雇用労働者、短時間労働者、派遣労働者を含む、いわゆる「非

正規雇用労働者」）の基本給に関する賃金規定等を３％以上増額改定し、昇給させた事業

主に助成します。 

支給額は、1人当たり最大 6万 5千円で、１事業所 100 人まで利用可能です。 

 福井県最低賃金の引上げを理由とした助成金利用では、10 月３日(木)までにキャリア

アップ計画を福井労働局に提出し、その後、10 月４日(金)までに所轄労働基準監督署に

増額改定する賃金規定等を届け出たうえで、昇給させる必要があります。 

 

２ 業務改善助成金 

 生産性を向上させ、「事業場内で最も低い賃金」(事業場内最低賃金)を時給換算で 30円

以上の引上げを図る中小企業・小規模事業者を支援する助成金です。さらに、業務改善助

成金の支給決定額の 10分の１を福井県が上乗せ補助する「ふくい業務改善・賃上げ応援

事業(Ａ)補助金」の支給を受けることができます。 

（ただし、上記１の助成金制度で支給対象とした労働者を、業務改善助成金の対象労働

者数に加えることはできません。） 

 

３ ふくい働き方改革推進支援センター（通話無料：0120-14-4864） 

 上記１及び２を含む各種助成金の利用や就業規則の作成・見直し等のあらゆるご相談

について、社会保険労務士等の専門家が無料でご相談に応じます。また、各団体向けに助

成金利用セミナーの開催や巡回相談にも応じます。お気軽にご相談ください。 

 

令和６年 8月 19日 

 

 

  県内各団体 代表者 各位 

 

福井労働局長 石川 良国 
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「キャリアアップ助成金」を活用して

従業員の賃金アップを図りませんか？

受 給 条 件 の 詳 細 等 に つ い て は 裏 面 へ

キャリアアップ助成金の「賃金規定等改定コース」とは、有期雇用労働者等※１の

基本給を定める賃金規定等※２を３％以上増額改定し、その規定を適用した事業主

に対して、助成を行う制度です。

中小企業の非正規雇用労働者のうち、

A部門で働く※３パートタイマー20人の基本給を５％以上引き上げた場合助成例

１人当たりの助成額は以下のとおりです。

企業規模

支給額

１年度１事業所あたりの支給申請上限人数は100人

３％以上５％未満 ５％以上

中小企業 ５万円 ６万5,000円

大企業 ３万3,000円 ４万3,000円

企業規模

賃金引き上げ率

A部門

･･･

20人

（65,000円×20人）事業所 労働局

② 支給申請

③ 130万円支給

キャリアアップ助成金について

（厚生労働省ウェブサイト）

※１ 有期雇用労働者、短時間労働者、派遣労働者を含む、いわゆる「非正規雇用労働者」を指します。

※２ 賃金規定の他、「賃金テーブル」や「賃金一覧表」も増額改定の対象とみなします。

※３ 一部の非正規雇用労働者の賃金を増額する場合には、その区分が雇用形態別または職種別、
その他合理的な理由（部門別等）に基づき区分されている場合に限り、対象労働者と認めます。

① 賃上げ
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就業規則 例：第○条（賃金） 契約社員およびパートタイマーの賃金を○○のとおり定める・・・

賃金規定
例：第○条（賃金）賃金は、基本給、時間外手当、通勤手当とする。

第○条（基本給）基本給は、時給によって定める。なお、その金額は本人の能力および

経験等に応じ、○級：○○円、○級：○○円とする

賃金一覧表
例：【等級別】1級:○○○円、2級:○○○円、3級:○○○円

【個人別】○○さん:○○○円、××さん:××円、△△さん:△△円 （匿名でも可）

賃金規定等とは？
以下のように、就業規則や労働協約において賃金額の定めがあるものです。※５

増額改定から申請までの流れ（賃金一覧表を新たに作成した場合）

賃金一覧表（時給換算の場合）

等級 改定前時給

1 950円 980円

2 970円 1,000円

・・・ ・・・ ・・・

10 1,200円 1,240円

有期雇用労働者等の基本給を時給、日給または月給に換算

改定後時給

すべて※６の等級の金額を３％以上増額し、６か月分の賃金

を支給した日の翌日から２か月間、支給申請ができます。

３％以上UP！

金額の順に一覧表を作成

※５ 賃金規定等は、改定ではなく、新たに作成した場合でもその内容が、過去3か月の賃金実態からみて３％以上増額している

ことが確認できれば助成対象になります。

※６ 既存の賃金規定等を改定する場合、対象労働者が位置づけられて

いない等級も、原則として増額している必要があります。

同一労働同一賃金に向けた取り組み

正社員とパート・契約社員・派遣労働者の間の不合理な待遇差は禁止されています（同一労働同一
賃金）ので、賃金引き上げの際は、同一労働同一賃金にもご留意ください。

受給条件

２ 賃金規定等の適用

有期雇用労働者等の基本給を賃金規定

等に定めていること。

１ キャリアアップ計画の作成・提出

賃金規定等を増額改定する前日までに

「キャリアアップ計画※４」を作成し、

最寄りの労働局へ提出していること。

３ 賃金アップ（２の改定）

２の賃金規定等を３%以上増額改定し、

改定後の規定に基づき６か月分の賃金

を支給していること。

※４ 労働者のキャリアアップに向けた取り組みを計画
的に進めるための、今後の大まかなイメージを記
載した計画のことです。

以下の要件全てに当てはまる必要があります。
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福井労働局 助成金センター（0776-22-2683）までお問合せください。



　　
　　
　　
　

　　　　

　　

　　

　　

１人 ２～３人 ４～６人 ７人以上 10人以上※

30万円 50万円 70万円 100万円 120万円

60万円 90万円 100万円 120万円 130万円

45万円 70万円 100万円 150万円 180万円

80万円 110万円 140万円 160万円 180万円

60万円 90万円 150万円 230万円 300万円

110万円 160万円 190万円 230万円 300万円

90万円 150万円 270万円 450万円 600万円

170万円 240万円 290万円 450万円 600万円

※ 10人以上の上限額区分は、申請事業場の事業場内最低賃金が950円未満である事業者または物価高騰等要件に該当する事業者が選択できます。

導入前

導入後 ➚「受注管理システム」を導入し、受注機能のあるホー

　 ムページを作成した

➚ネット注文が可能となり、顧客対応の時間を短縮す

　 ることができた

➚ネット上で集客が可能になり、売上も増加した

➚従業員の負担軽減につながり、環境改善が図られた

（令和６年４月１日版）

区  分

賃金を引き上げる労働者数・助成上限額
（下段は、事業場規模30人未満の事業者のみ対象）

３０円コース

４５円コース

６０円コース

９０円コース

※１ 物価高騰等要件：原材料費の高騰など社会的・経済的環境の変化等の外的要因により、申請前３か月間のうち任意の１か月における売上高総利益率または売上高営
※１ 物価高騰等要件：業利益率が、前年同月に比べ３％ポイント以上低下している事業者をいいます。

※２ 生産性要件：「生産性」とは、企業の決算書類から算出した、労働者１人当たりの付加価値を指し、「生産性要件を満たした場合」とは、直近の決算書類に基づく生産性
※２ 生産性要件：と、その３年度前の決算書類に基づく生産性を比較し、伸び率が一定水準を超えている場合をいいます。

【食品製造業】　受注接客販売をＤＸ化

店舗での接客販売と電話注文により菓子の販売を行っ
ていた

【助成率】 （ ）内は生産性要件※２を満たした場合

申請事業場の事業場内最低賃金が、

９３１円以上９５０円未満➡４/５（９/10）

９５０円以上９８１円以下➡３/４（４/５）

概 要
いますぐ、ご確認ください☑

□ 賃金引上げ計画を策定し、一定額以上引き上げ

ること

□ 引き上げ後の賃金額を支払うこと

□ 生産性向上に役立つ機器・設備などを導入して

□ 業務改善を行い、その費用を支払うこと

支給の要件 申請書・事業実施計画等を
福井労働局へ提出

交付決定

事 業 実 施
（設備投資・賃金引き上げ）

事業実施
結果報告

支 給

審査

審査

手続きの流れ

事業場内で最も低い賃金（事業場内最低賃金）を３０円以上引き上げ、

生産性向上に資する設備投資等を行った場合に、その設備投資等に

かかった費用の一部を助成する制度です。＊同一事業場の申請は年１回まで

【設備投資等】 機器・設備などの導入、経営コンサルティングなど

物価高騰等要件※１に該当する場合、助成対象経費の拡充が受けられます。

パソコン、スマホ、タブレットの新規購入及び乗車定員７人以上または

車両本体価格200万円以下の自動車等も助成対象として認められます。

申請期限：令和６年12月27日（労働局必着）

（事業完了期限：令和７年１月31日）

ご留意いただきたい事項

生産性を上げて、最低賃金を引き上げ！

福井県内での

『活用事例』

裏面へつづく

□ 中小企業・小規模事業者であること

□ 事業場内最低賃金と地域別最低賃金の

差額が５０円以内であること

福井県の場合は ９８１円以下 （Ｒ５.10.１～）

□ 解雇、賃金引き下げなどの不交付事由がないこと

対象になる事業場

特例事業者に関する要件のうち、生産量要件が終了しました。

賃金引上げ後の申請は、令和６年１月31日までの申請をもって終了しました。

令和５年度からの主な変更点
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https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/zigyonushi/shienjigyou/03.html


【サービス業】 勤怠管理システムの導入  【飲食業】 セルフオーダーシステムの導入 

導入前 手作業でデータ入力を行っていた  導入前 ホールスタッフが注文を取っていた 

導入後 ➚データ処理が格段に速くなった 

➚出退勤の打刻漏れが無くなった 

➚勤怠管理や給与計算に使っていた時間を他

の業務に費やすことができるようになった 

 

 導入後 ➚注文から料理提供までのスピードが速くなり

顧客の回転率がアップした 

➚メニューや料理説明の多言語表示が可能

となり、外国人の顧客への対応がスムーズ

に行えるようになった 

 

【宿泊業】 セルフ決済システムの導入  【サービス業】 ＰＯＳレジシステムの導入 

導入前 チェックアウト時にフロントが込み合っていた  導入前 清算機能のみを有するレジを使用していた 

導入後 ➚フロントの混雑が解消した 

➚フロント業務の繁忙時に人員を集中させるた

めのシフト調整が不要となった 

 導入後 ➚セールなどの割引の際、毎回、手入力する

必要が無くなり、清算ミスも減少した 

➚顧客のレジ待ち時間が短縮した 

 

【建設業】 フォークリフトの導入  【建設業】 顧客管理情報のシステム化 

導入前 資材の運搬積み下ろし作業を既存のフォークリ

フトと手作業で行っていた 

 導入前 来店リスト、商談リスト、契約リスト、工事情報

等を別々に入力していた 

導入後 ➚複数台のフォークリフトを同時に稼働すること

で作業時間が大幅に短縮した 

➚手作業での資材の積み下ろし作業が軽減さ

れた 

 導入後 ➚重複入力の手間や入力ミスが削減した 

➚入力に係る作業時間が短縮した 

➚顧客情報の連携ミスが解消された 

 

【医療・福祉業】 リフト付き特殊車両の導入  【小売業】 専門家による業務フローの見直し 

導入前 車椅子対応ができる車両が不足していた  導入前 社内独自の方法により業務を行っていた 

導入後 ➚リフト付き特殊車両を導入し、車椅子が必要

な利用者の送迎時間が短縮した 

➚送迎時の人員の削減、作業能率が向上し、

時間の有効活用が可能になった 

 導入後 ➚専門家による指導・研修を受ける 

➚現状把握から改善方法の提案を受ける 

➚ムダの削減により収益アップにつながり、 

従業員のスキルも向上した 

 

【飲食業】 食器洗浄機の導入  【製造業】 除雪機を導入 

導入前 手作業で行っていた  導入前 人力により事業場周辺の除雪を行っていた 

導入後 ➚洗浄・消毒を機械化した 

➚洗浄時間が大幅に短縮した 

➚時間に余裕ができ、接客対応の向上がみら

れ、回転率も上がった 

 導入後 ➚手作業で行っていた除雪に係る作業時間

が大幅に短縮した 

➚生産工程に従事できる時間が確保された 

 

＜お問い合わせ先＞  ＜申請先＞         ＜賃金引上げに向けたワンストップ無料相談窓口＞ 

業務改善助成金    福井労働局雇用環境・均等室    ふくい働き方改革推進支援センター 

コールセンター     福井市春山 1-1-54       福井市西木田 2-8-1 

℡ 0120-366-440      ℡ 0776-22-0221        ℡ 0120-14-4864 

 （R6.4.1） 
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ふくい業務改善・賃上げ応援事業(A)補助金

～補助金のお知らせ～

国の「業務改善助成金」※に県独自の上乗せ

国の「業務改善助成金」
支給決定額の

1

10
を支給

国
助成金

※厚生労働省「業務改善助成金」についてはこちらをご確認ください
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_ro
udou/roudoukijun/zigyonushi/shienjigyou/03.html

「業務改善助成金」

申請

国の業務改善助成金 (申請先：福井労働局)

交
付
決
定

事
業
実
施

結
果
報
告

支給
申請

福井県

支給

福井県

ふくい業務改善・賃上げ応援事業(A)補助金
(申請先：福井県労働政策課)

□国の「業務改善助成金」の
交付額確定および支給決定通知書の写し

□(A)支給申請書兼請求書(様式１)
□参考資料(様式2)
□その他添付書類※

※その他添付書類は県HPをご確認ください

補助対象

提出書類

手続きの流れ

お
問
合
せ

福井県産業労働部労働政策課 働き方改革G
〒 9 1 0 - 8 5 8 0 福 井 市 大 手 ３ 丁 目 １ ７ － １

TE L ：0776 -20 -0389 FAX ：0776 -20 - 0648
E - M a i l ： r o u s e i @ p r e f . f u k u i . l g . j p

「福井県ホームページ」

申請期限

令和７年３月１０日(月)

令和6年度

令和６年４月１日～令和７年３月1０日までの期間に
国の「業務改善助成金」の交付決定を受けた事業者

〇国の「業務改善助成金」の
交付決定を受けた事業者

〇「社員ファースト企業」宣言の登録

〇「パートナーシップ構築宣言」の登録

「賃金の引き上げ」の取り組みを含む
宣言の登録が必要になります
https://www.pref.fukui.lg.jp/doc/
rousei/syainfirstsengen.html

https://www.biz-partnership.jp/

以下の条件をすべて満たす場合申請が可能です
詳細は交付要領をご確認ください
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